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研究成果の概要（和文）：現代の参加型監視環境の中で，データベースに蓄積された個人情報を利用して，「個人化さ
れたサービス」を提供することで，個人の顧客満足を充足し，生活の質を向上させようとする組織の善意の活動が，本
来総体的存在として分割不能であった個人を，実質的に分割可能な存在として取り扱う事態を生み出すこととなり，そ
の結果として人間の非実体化と再実体化が行われ，人間のモノ化が進行することによって人間疎外状況が生み出されて
いる。このパラドキシカルな現象を記述し，組織の社会責任を明確にする手がかりを提供するものとしてDividualisat
ion Modelが開発され，このモデルに基づく研究成果の発表が活発に行われた。

研究成果の概要（英文）：In the participatory surveillance environment where personal data on individuals 
are collected, stored and exploited by organisations to provide them with personalised services using 
advanced information and communication technologies, individuals are treated as dividuals, not 
individuals. The nature of dividualisation is associated with dis/re-embodiment of the individual, and 
leads to the objectification and partialisation of human beings. Due to this objectification, holistic 
approaches to understanding individuals are undermined, and this may seriously affect individuals' ways 
of thinking, ideas of what an individual is, and paradigms of good societies, leading to alienation of 
human beings. In this study, the "Dividualisation Model", which describes this situation, has been 
developed, and various kinds of investigations based on this model have been conducted.

研究分野：情報倫理
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１．研究開始当初の背景 
（1）本研究の研究代表者ならびに研究分担
者は，営利組織ならびに行政組織における情
報倫理の研究や，大規模医療情報の利活用に
関する研究，さらには情報社会における医療
政策研究を推進してきた。そうした中で，大
規模な個人情報データベースの整備と，クラ
ウドコンピューティングやソーシャルメデ
ィア，さらには IC カードやスマートフォン
といったユビキタスデバイスの普及が，パー
ソナライゼーションをその特徴とする ICT 
ベースドサービスをさまざまな組織が提供
する機会をもたらし，そうしたサービスが個
人の思考や行動を本人に知覚されることな
く支配する「疎外」を引き起こすことが認識
された。 
（2）現代の情報ネットワーク社会における
疎外は，典型的には，自分および他者によっ
てネット上に公開される個人情報や組織の
データベースに蓄えられている個人情報が
実体化し，リアルスペースにおいてその個人
が何を知り，何を考え，何を食べ，何を着る
のかといった個人の決定と行動を支配する
傾向が強まるという形で現れる。 
（3）この認識に基づけば，わが国における
共通番号（マイナンバー）制度の導入や医療
情報化の推進が，国民に多くの利便性を与え
る一方で，同様の疎外と認識されるべき弊害
をもたらすことが危惧された。そこで，すで
に個人番号制度の導入や医療の情報化が推
進されている諸外国との比較研究を通じて，
個人化された ICT ベースドサービスがもた
らす疎外ならびにそれに対する組織の社会
責任の解明と，そうした疎外に対処する方策
を提言するための研究を推進する社会的重
要性を認識するに至った。 
 
２．研究の目的 
 現代の情報通信技術（ICT）の発展と社会
への浸透は，組織のサービス提供という観点
から見ると，マイクロエレクトロニクスの進
展によって実現された計算機能の超高速化，
データストレージの大容量化，通信帯域の大
幅な拡大，そしてコンピューティングデバイ
スの小型化を背景に，量かつリアルタイムに
収集・蓄積された個人情報に基づいて，一人
一人の個人に対する「個人化されたサービ
ス」（personalised services）をタイムリーに提
供するという特質あるいは方向性を持って
いる。このことは営利組織のみならず，行政
組織，医療組織などにも当てはまるものであ
り，社会保障・税にかかわる共通番号（マイ
ナンバー）制度や，少子高齢化社会への対応
と医療財政健全化を視野に入れた医療の電
子化（電子カルテ・電子レセプトなどの電子
化された医療データの積極的利用・共有によ
るオーダーメード医療，入院患者識別のため
の RFID タグの利用など）といった現在検討
中の施策はいずれもこの特質を有するもの
である。しかし，こうした個人化されたサー

ビスが持つ，人間存在そのものや人間の尊厳，
さらには社会のあり方に対する負の影響 
については，ICT の進展と普及の急速な進行
ゆえに，十分な学術的研究とそれに基づく対
応策の提言がなされているわけではない。と
りわけリアルスペースにおける個人の社会
的・経済的存在とアイデンティティが，さま
ざまな組織のデータベースに蓄積されてい
る個人情報という非実体的存在にとって代
わられる「情報の実体化」が発生し，それに
よって個人の思考や行動が，クラウドコンピ
ューティング環境の整備が進む中で，どこに
設置されているかも認識できないデータベ
ースと情報システムからもたらされる個人
化されたサービスに，当該本人にはっきりそ
れと意識されることなしに，支配されるとい
う「疎外」が生じつつあることは，現状では
ほとんど理解されていない。また個人化され
たサービスを提供する組織が，そのサービス
がもたらしうる社会的不効用について，どの
ような責任を負うべきかについてもほとん
ど議論がなされていない。 
 そこで本研究では，営利組織，行政組織，
医療組織が提供している，あるいはしようと
している個人化されたサービスがもたらし
うる人間ならびに社会に対する負の影響と
それに関わる組織の社会責任について，情報
の実体化とそれがもたらす疎外という観点
から検証し，組織的対応のための具体的方策
を提言することを目的として日米，日英なら
びに日本と北欧諸国との国際比較研究を，経
営学，情報倫理，政治学，医療政策，社会政
策からの知見を動員した学際的研究として，
さらに海外研究者との共同研究として実施
する。 
 
３．研究の方法 
本研究では上記の研究目的を達成するため
に，文献研究，事例研究，アンケート調査，
インタビュー調査ならびに海外共同研究者
を含めたメンバー間の議論に基づいた新規
理論（記述的理論モデル）の構築と検証，そ
れに基づく対応策の提言というアプローチ
を採用する。日本のメンバーならびに海外共
同研究者の密接な協力関係の下，同じアンケ
ート項目と半構造化インタビュー項目を使
い，ICT ベースドサービスの普及がもたらす
情報の実体化とそれに伴う疎外について，研
究対象とする国におけるローカルな特性を
検証するとともに，各国に共通な特性を導き
出すことを試みる。この際，他文化を観察す
るときに陥りがちな，自文化中心的解釈を避
けるために，直接的な議論の場を設け，各メ
ンバーが持つ，それぞれの国の社会的・文化
的特性に関する知識の相対化を図り，それに
基づいてアンケート調査とインタビュー調
査の結果を解釈する。 
 
 
 



４．研究成果 
（1）平成 25年度においては，文献研究・事
例研究を通じて，現代の ICTベースドサービ
スが依拠する技術-経済環境を「参加型監視環
境」として特徴づけ，そこにおいて人間疎外
がもたらされる状況を表すモデルとして
Dividualisation Model を開発した（図 1）。こ
れは，個人が，24時間休むことのない人の目
と電子の目によって監視される現代の技術
環境の中で，データベースに蓄積された個人
情報を積極的に利用して，「個人化されたサ
ービス」を提供することで個人の顧客満足を
充足し，生活の質を向上させようとする組織
の善意の活動が，本来総体的存在として分割
不能であった個人（individual）を，実質的に
分割可能な存在（dividual）として取り扱うと
いう事態を生み出すこととなり，その結果と
して人間の非実体化と再実体化が行われ，人
間のモノ化が進行することによって人間疎
外状況が産み出されるというパラドキシカ
ルな現象を記述するものである。 
 

図 1 参加型監視環境における 
人間疎外の構図：Dividualisation Model 

 
 また，ソーシャルメディアを中心とする個
人化されたオンラインサービスに関する，ユ
ーザの認識について，パイロットアンケート
調査ならびにフォローアップインタビュー
調査を行った。この調査結果は，ユーザがオ
ンラインサービスのビジネスモデルをほと
んど認識しておらず，そのために自分たちが
疎外状況に追い込まれる可能性があること
を理解することが非常に困難である状況に
おかれていることを如実に示すものであっ
た。 
 これら Dividualisation Model と調査の結果
は，研究代表者・分担者の間で共有され，CSR
ならびに医療政策への応用が図られた。また，
海外研究協力者との間でも非実体化・再実体
化という現象について国際比較研究を行う
ための議論が行われた。 
（2）平成 26年度においては，昨年度に開発
した，本研究の中核ともいえる ICTベースド
サービスがもたらす人間疎外の状況を記述
する Dividualisation Model に基づく研究報告
を国際会議で行った。その中でも特に「死後
のプライバシー」に関する議論は，非常に大

きな注目を集めた。また昨年度実施したパイ
ロット調査を受けて実施したアンケート調
査とフォローアップインタビューの結果に
基づく国際会議での研究報告および国際ジ
ャーナルへの論文投稿（受理され，雑誌に掲
載済み）が行われた。さらに，教育（特に遠
隔教育），（特に国による）監視，医療情報化，
障碍者福祉，ジェンダーの各分野において，
Dividualisation Model を踏まえた研究成果の
発表が活発に行われた。 
 以上の研究に加え，平成 26 年 8 月に国際
比較研究のためにスウェーデン国税庁，デー
タ監査局ならびにウプサラコミューンでの
聞き取り調査を行った成果として，個人情報
をできる限り公開して利用することで公平
公正な行政を行うというスウェーデンの「透
明社会」のあり方が理解される中で，「機微
情報（sensitive information）」の定義に関する
国際比較研究の必要性が認識された。 
（3）平成 27 年度においては，「産官複合体
による監視」がもたらしうる人間疎外状況を
明確化するために，2013年 6月からエドワー
ド・スノーデンが告発を続けている，国家情
報機関による一般市民の無差別大量監視に
対する人々の態度について，日本を含む世界
8 か国におけるアンケート調査および聞取り
調査をベースとする国際比較研究を実施し，
9 月に英国で行われた国際会議 ETHICOMP
において特別トラックを組織して 8件の研究
報告を行った。 
 また，さまざまな ICTベースドサービスの
提供と利用が作り上げている「参加型監視環
境」が人間の，とりわけ若者の心理状態や自 
己同一性に与える影響について，現象学的精
神分析学の知見を参考に考察を行い，参加型
監視環境と統合失調症ならびに解離性障害
との親和性について仮説を提出した。 
 さらに，ロボットの生産現場やオフィスへ
の導入がもたらす人間疎外状況や，人型ロボ
ットが家庭の中で使われることによる若年
者の心理への影響について，ジャック・ラカ
ンおよびスラヴォイ・ジジェクの精神分析論
に基づく検討を行った。 
（4）本研究から得られた知見に基づき，平
成 28 年度以降の研究を推進していく予定で
ある。上述の ETHICOMP での研究報告は高
い評価を受け，2016年秋に発行される英文学
術誌 Journal of Information, Communication and 
Ethics in Societyにこれらの報告に基づく論文
が掲載されることとなっている。また，すで
に機微情報についてはパイロットアンケー
ト調査を終え，日本人の機微情報に対する理
解の仕方がほぼ把握されており，これをベー
スとしてスペイン，スウェーデン，英国，米
国との 5か国間の国際比較研究に発展させる
予定である。Dividualisation Modelならびに死
後のプライバシーについては，現在，英文論
文を作成中であり，国内外の学術誌に投稿す
る予定となっている。 
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